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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

（1）連結経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

    ２ 第19期より連結財務諸表を作成しているため、それ以前については記載しておりません。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  （2）提出会社の経営指標等 

  

回次 第15期 第16期 第17期 第18期 第19期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高 (千円) ― ― ― ― 1,843,296 

経常利益 (千円) ― ― ― ― 21,599 

当期純利益 (千円) ― ― ― ― 8,624 

純資産額 (千円) ― ― ― ― 735,265 

総資産額 (千円) ― ― ― ― 2,367,096 

１株当たり純資産額 (円) ― ― ― ― 69,328.05 

１株当たり当期純利益 (円) ― ― ― ― 858.20 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ― ― ― 749.26 

自己資本比率 (％) ― ― ― ― 31.1 

自己資本利益率 (％) ― ― ― ― 1.2 

株価収益率 (倍) ― ― ― ― 639.71 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) ― ― ― ― △210,215 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) ― ― ― ― 29,478 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) ― ― ― ― △82,985 

現金及び現金同等物 
の期末残高 

(千円) ― ― ― ― 281,218 

従業員数 
  

(名) 
― 
  

―
  

―
  

― 
  

168 
  

回次 第15期 第16期 第17期 第18期 第19期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月



  

  

  

  

  

  

  

(注) １．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．第19期より連結財務諸表を作成しているため、持分法を適用した場合の投資損失、営業活動によるキャッシュ・フロー、

投資活動によるキャッシュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・フロー及び現金及び現金同等物の期末残高は記載して

おりません。 

３．第17期以前の持分法を適用した場合の投資損失については、関連会社が存在しないため記載しておりません。 

４．第16期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準第２号)及び「１株当たり当期純利益に関する会計

基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第４号)を適用しております。 

５．第15期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため、第16期及び第17期については、

新株予約権の残高がありますが、当社株式は非上場であり、かつ店頭登録もしていないため、期中平均株価が把握できな

いため、また、第18期については、1株当たり当期純損失であるため記載しておりません。 

６．第18期の自己資本利益率については、当期純損失のため記載しておりません。 

７．第17期以前の株価収益率については、当社株式は非上場であり、かつ店頭登録もしていないため、また、第18期について

売上高 (千円) 246,798 607,245 1,260,024 1,249,635 1,431,998

経常利益 (千円) 34,762 40,637 128,467 4,813 27,016

当期純利益又は 
当期純損失(△) 

(千円) 20,543 21,286 67,107 △15,645 24,744

持分法を適用した 
場合の投資損失 

(千円) ― ― ― 4,101 ―

資本金 (千円) 46,450 80,200 125,200 292,900 307,450

発行済株式総数 (株) 929 2,406 2,706 9,735 10,608

純資産額 (千円) 85,246 210,006 355,083 724,570 751,164

総資産額 (千円) 246,730 606,815 877,314 973,416 987,488

１株当たり純資産額 (円) 91,762.05 87,284.30 131,220.86 74,444.68 70,827.11

１株当たり配当額 
(内、１株当たり 
中間配当額) 

(円) 
5,000.00 

  
(―)

5,000.00
  
(―)

旧株8,400.00
新株  22.96 

(―)

2,800.00 
  
(―)

2,800.00
 

(―)
 

１株当たり当期純利益 
又は１株当たり 
当期純損失(△) 

(円) 22,113.96 11,215.09 27,880.19 △1,790.54 2,462.40

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ― ― ― 2,419.84

自己資本比率 (％) 34.6 34.6 40.5 74.4 76.1

自己資本利益率 (％) 26.6 14.4 23.8 ― 3.4

株価収益率 (倍) ― ― ― ― 222.95

配当性向 (％) 22.6 44.6 30.1 ― 113.71

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) ― △85,387 △29,694 73,906 ―

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) ― 6,697 △2,969 △41,385 ―

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) ― 80,032 34,321 280,292 ―

現金及び現金同等物 
の期末残高 

(千円) ― 230,492 232,113 544,931 ―

従業員数 
〔外、平均臨時 
雇用者数〕 

(名) 
3 
  
〔1〕

66
  
〔1〕

74
  
〔1〕

82 
  

83
        



は、当期純損失のため記載しておりません。 

８．第16期において、平成14年10月１日付でフューチャーソフト株式会社と合併しております。 

９．第16期、第17期及び第18期の財務諸表につきましては、証券取引法第193条の２の規定に基づき新日本監査法人の監査を

受けておりますが、第15期の財務諸表につきましては、監査を受けておりません。 

10．従業員数欄の〔外書〕は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。 

  



２ 【沿革】 

  

 (注１) クラスタソフトウェア 

２台のサーバを通常はそれぞれ個別の用途で利用し、片方のサーバに障害が発生し停止した時には他方のサーバが業務を引継ぐ

という、システムを継続稼動させるためのソフトウェア。 

(注２) ストレージ 

大容量記憶装置。 

  

昭和63年４月 東京都目黒区に画像処理のデジタル化を事業目的とした、株式会社フライトを設立。 

平成７年４月 インターネットに関するコンサルティング及びシステム構築事業を開始。 

各種インターネットサービス事業者に対し、データベースと連携したシステムを提

供。 

平成８年４月 デジタル衛星放送に関するコンサルティング及びシステム構築事業を開始。 

多チャンネルデジタル放送に対する各種デジタルコンテンツ管理、番組編成の仕組み

などを提供。 

平成11年４月 映像、音楽などのデジタル化と管理に関するコンサルティング及びシステム構築事業を開始。 

レコード会社向けにレコーディング音源のデジタル保存、管理システムや大容量の画

像メディアであるDVDの編集に対する高速な共有ファイルシステムの提供を開始。 

平成13年３月 米国Sun Microsystems Inc. 製のPCサーバー向けOSであるSun Solaris x86を使用したクラスタ

ソフトウェア(注１)「Total Cluster」を開発、販売を開始。 

平成13年９月 米国Sun Microsystems Inc. とSolaris x86 OEM契約締結。 

平成14年10月 フューチャーソフト株式会社と合併し商号を株式会社フライトシステムコンサルティングに変

更。 

仙台市青葉区にSIセンターを設置。 

平成15年２月 企業情報システムの危機管理対応を包括的にサポートすることを目的とし、「情報システムの危

機管理総合ソリューション」として製品を発表。 

・データ漏洩防止を目的として米国Decru社のストレージ(注２)暗号化装置「DataFort」販売開

始。 

平成15年11月 ストレージ大手ベンダーであるイーエムシージャパン株式会社と、オラクルデータベースを効率

よく稼動させるための共同ソリューション「Oracle9i RAC /10g on Secure NAS」を発表。 

平成16年１月 大容量のデータを保存管理することを目的とし、米国MaXXan Systems社「SA100」を発売、販売

開始。 

平成16年４月 東京都渋谷区恵比寿四丁目６番１号に本店移転。 

ソリューションプロダクト事業にて代理店販売を開始。 

平成16年11月 東京証券取引所マザーズに株式を上場。 

平成18年１月 株式会社山下電子設計（現・連結子会社）の株式取得。 

株式会社ワイ・イー・シー・リサーチ（現・連結子会社）の株式取得。 

エレテックス株式会社（現・連結子会社）の株式取得。 



３ 【事業の内容】 

当社グループは、当社と連結子会社3社及び関連会社1社で構成され、ブロードバンドやデジタル放送に関する様々なサービス

（デジタルコンテンツ（映像や音楽等）のマネージメントや配信に関するコンサルティング、ソフトウェア受託開発、放送関連

機器の開発・製造・販売）を複合的に提供する事業を中核とし展開しております。 

  

事業内容及び当社と関係会社に係る位置付けは次のとおりであります。 

なお、次の２部門は「第５ 経理の状況 １ 連結財務諸表等 (1) 連結財務諸表 注記事項」に掲げる事業の種類別セグメ

ント情報の区分と同一であります。 

（1）メディアソリューション事業 

・ 映像・音楽等のデジタルコンテンツの管理や配信に関するコンサルティングから、システムの設計・開発・導入・保守 

・  メディア関連事業で培ってきた製品を絡めたシステムの提供 

・  放送機器等（シネマサーバ等も含む）の製造・販売・保守 

  

（2）システムインテグレーション事業 

・ 地方自治体の電子政府化関連や一般企業の基幹業務のオブジェクト指向等の技術によるシステム開発 

  

(*1) Brekeke Software,Inc. は、2002年米国シリコンバレーに設立され、IETF標準プロトコルSIPに準拠した音声ネットワークと

IPネットワークの統合を実現するソフトウェア型IP-PBXを開発・販売をおこなっている会社で、当社のソリューションプロダ

クトサービスに製品の供給を行なっており、持分比率を26％有する関連会社です。 

(*2) エレテックス株式会社は、1975年設立の映像・放送機器メーカーで、持分比率を100％有する子会社です。最近では、駅伝な

どのマイクロ波による移動中継時に、いくつかの伝送経路を通ってMPEG映像を伝送した際、MPEGとして一番エラーの少ない最

適な画像を選んで1本のシームレスなコンテンツとして完成させる伝送技術で特許を申請中であり、今後ビジネスとしての発

展が期待されます。 

(*3) 株式会社山下電子設計は、1979年設立の映像・放送機器のメーカーで、持分比率を100％有する子会社です。2001年には放送

業界のアカデミー賞とも言われる米国・エミー賞を受賞した数少ない日本企業です。最近では、次世代の映像コンテンツ圧縮

技術の本命と考えられるJPEG2000のエンコーダ/デコーダの開発に成功し、今後ビジネスとしての発展が期待されます。 

(*4) 株式会社ワイ・イー・シー・リサーチは、放送機器の保守を行う会社で、持分比率を100％有する子会社です。 

  

事業セグメント 主要業務 主要な会社 

  

  

  

メディアソリューション事業 

システムコンサルティング～シス

テム構築 

  

当社 

  

  

製品を絡めたシステムの提供 

  

当社 

Brekeke Software,Inc. (*1) 

放送機器等の製造・販売 エレテックス株式会社(*2) 

株式会社山下電子設計(*3) 

放送機器の保守 株式会社ワイ・イー・シー・リサ

ーチ(*4) 

システムインテグレーション事業 地方自治体及び一般企業の基幹業

務システム開発 

  

当社 



［事業系統図］ 

    以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。 

  

 

  



４ 【関係会社の状況】 

(注) １．「主要な事業の内容」欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

   ２．特定子会社に該当しております。 

３．債務超過会社で債務超過の額は、平成18年３月末時点で217,578千円となっております。 

    ４．債務超過会社で債務超過の額は、平成18年３月末時点で49,310千円となっております。 

  

５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

                                 平成18年３月31日現在 

(注) １. 従業員は就業人員であります。 

２．全社(共通)として、記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属しているものであり

ます。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成18年３月31日現在 

(注) １. 従業員数は就業人員であります。 

２. 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

  

  

  

  

  

  

(3) 労働組合の状況 

当社には、フライトシステムコンサルティングユニオンがあり、CSKグループ労働組合連合会に加盟しております。平成18年３

月31日現在の組合員数は46名であります。 

名称 住所 資本金又は出資金 主要な事業の内容
議決権の所有割合

（％） 
関係内容 

(連結子会社) 
㈱山下電子設計 
(注)２.３ 

神奈川県厚木市 90,000千円 
メディア

ソリューション事
業 

100 役員の兼任等あり。 
資金援助等あり。 

  
㈱ ワイ・イー・
シー・リサーチ 
  

神奈川県厚木市 10,000千円 同上 100 役員の兼任等あり。 

エレテックス㈱ 
(注)２.４ 

大阪府大阪市 
住之江区 

69,750千円 同上 100 役員の兼任等あり。 

(持分法適用 
関連会社) 
Brekeke 

Software,Inc. 

米国 カリフォ
ルニア州 

970千米ドル 同上 26
ＩＰ電話サーバーの 
ソフト購入 
役員の兼任等あり。 

事業の種類別セグメントの名称 従業員数 (人) 

メディアソリューション事業                    107 

システムインテグレーション事業                  56 

全社(共通)                   5 

合計                                  168 

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円) 

83 35.6 6.8 5,179,444 



なお、労使関係については円滑な関係にあり、特記すべき事項はありません。 

  



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

（1）業績 

地上デジタル放送や携帯・移動体向けデジタル放送（ワンセグ）の開始にともなう市場拡大により、売上高は順調に推移して

きております。また当連結会計年度ではデジタルシネマのシステム「Hommage」を発表しこれまで蓄積して来た映像管理・映像再

生に関するノウハウの新たな活用に挑戦致しました（平成17年11月8日発表）。 

また当連結会計年度は放送機器メーカー2社（株式会社山下電子設計、エレテックス株式会社）及び保守会社1社（株式会社ワ

イ・イー・シー リサーチ）の株式を100%取得し、デジタル映像に関するハードウェアからソフトウェアまでを一括して開発、シ

ステム構築できるようにする布石を打ちました（平成17年11月1日発表、平成18年1月6日株式取得）。 

また子会社とのシナジー効果を出すため、及び新規事業立上げのため、新たに事業企画室を発足させました。事業企画室では

子会社管理の他、新規事業としてデジタルシネマのシステムの立上げのための「Hommage推進プロジェクト」、及び電子政府関連

のコンサルティング並びにシステム開発を行う「e-Japan推進プロジェクト」を立上げました。 

こうした取り組みによる当連結会計年度の業績は、売上高1,843百万円、営業利益19百万円、経常利益21百万円、当期純利益8

百万円となりました。 

なお子会社の株式取得日が平成18年1月6日であるため、子会社の損益計算書項目は平成18年1月～3月の3ヶ月間のみの連結とな

っております。また連結子会社が出来たことにより、持分比率26%の米国ブレケケ・ソフトウェア社の損益に関しても持分法の適

用により取り込んでおります。 

  

［メディアソリューション事業］ 

当連結会計年度のシステムコンサルティングサービスにおきましては、放送局向けのデジタルコンテンツ管理システムや本年4

月1日よりサービスが開始された携帯・移動体向けデジタル放送（ワンセグ）関連のシステム構築、放送業界で培ったノウハウを

基にしたインターネットサービス事業者への応用などを中心として事業活動してまいりました。ソリューションプロダクトサー

ビスにおきましても、デジタル放送、携帯・移動体向けデジタル放送（ワンセグ）、インターネットサービス事業者向けなどを

中心に、サーバを止めないためのソリューション「Total Cluster」が堅調に伸びております。また、Total Clusterと組み合わ

せた付加価値の高いIP電話のソリューションも伸びてきております。その結果、両サービスの売上高は過去最高を記録し、売上

高1,280百万円、営業利益166百万円となりました。 

  

[システムインテグレーション事業] 

     当連結会計年度のシステムインテグレーション事業におきましては、従来より取り組んで来た最先端のオブジェクト指向開発

技術を駆使し、当初の計画通りに推移しました。その結果、売上高562百万円、営業利益85百万円となりました。 

なお、連結初年度のため、前年連結会計年度との比較は行なっておりません。 

  

（2）キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、短期借入金の純増や法人税等の還付による収入等は

あったものの、売上債権の増加や投資有価証券取得による支出等により、当連結会計年度末には281百万円となりました。 

  

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

    営業活動の結果使用した資金は210百万円となりました。これは主に、税金等調整前当期純利益23百万円を計上したものの、

売上債権の増加253百万円等があったことによるものであります。 

  

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

    投資活動の結果得られた資金は29百万円となりました。これは主に、有形固定資産の取得による支出33百万円等があったも

のの、新規連結子会社取得による収入95百万円等があったためであります。 

  

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 



    財務活動の結果使用した資金は82百万円となりました。これは主に、株式発行による収入29百万円、短期借入金の純増62百

万円があったものの、長期借入金の返済147百万円や配当金の支払27百万円があったことによるものであります。 

なお、連結初年度のため、前連結会計年度との比較は行なっておりません。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

２ 【生産、受注及び販売の状況】 

（1）生産実績 

当連結会計年度における生産実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １ 金額は、製造原価によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

    ３ 連結初年度のため、前年同期比(％)は記載しておりません。 

（2）外注実績 

当連結会計年度における外注実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

事業の種類別セグメントの名称 生産高(千円)

メディアソリューション事業 886,064

システムインテグレーション事業 449,827

合計 1,335,892

事業の種類別セグメントの名称 外注高(千円)

メディアソリューション事業 175,481

システムインテグレーション事業 220,950

合計 396,431



(注)１ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

   ２ 連結初年度のため、前年同期比(％)は記載しておりません。 

（3）受注実績 

当連結会計年度における受注実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

(注)１ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

   ２ 連結初年度のため、前年同期比(％)は記載しておりません。 

事業の種類別セグメントの名称 受注高(千円) 受注残高(千円)

メディアソリューション事業 1,260,895 336,910

システムインテグレーション事業 562,820 ―

合計 1,823,715 336,910



（4）販売実績 

当連結会計年度における販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 連結初年度のため、前年同期比(％)は記載しておりません。 

３ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は以下の通りであります。 

  

４ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

    ５ 連結初年度のため、前連結会計年度との比較は行っておりません。 

事業の種類別セグメントの名称 販売高(千円)

メディアソリューション事業 1,280,476

システムインテグレーション事業 562,820

合計 1,843,296

相手先 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

販売高(千円) 割合(％)

エン・ジャパン株式会社 283,336 15.3



３ 【対処すべき課題】 

 （1）プロジェクトのマネジメント強化と支援体制の構築 

プロジェクトが従来と比べて大規模化しているため、プロジェクトマネジメント能力の向上が求められています。一方、設

計や開発技法の更なる洗練と標準化を推進していくとともに、システムの稼動まで、または稼動後の保守運用までにおいて、

プロジェクトで発生する課題に対して、予防的に密着型の支援体制を構築してまいります。 

  

    （2）プロジェクトに共通の技術ノウハウの共有 

高度化しているプロジェクトを成功に導くため、さらに中期的な技術優位性を確保するために、プロジェクトの横断的な技

術ノウハウならびにナレッジの共有を進め、個人のノウハウから組織・会社のノウハウに変えてまいります。 

  

（3）プロフェッショナルとしての人材確保・育成および外部アライアンスの強化 

プロジェクトの大規模化ならびに高度化に伴い、従来にも増して質の高い人材確保及び育成が鍵となります。当社グループ

では、メディアソリューション事業におけるコア技術と独創的なソリューションを追及することで、優秀な人材を積極的に引

き付ける磁場を創造していきたいと考えております。 

また、技術者の育成プランの推進等、スキルアップと適正な処遇・評価によるモチベーション向上のために諸施策を実行し

てまいります。さらにプロジェクトの局面に応じて適切な外部パートナーがタイムリーに参画いただけるようにアライアンス

の強化に取り組んでまいります。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

４ 【事業等のリスク】 

以下において、当社グループの事業展開上のリスク要因となる可能性があると考えられる主な事項を記載しております。また、

必ずしも事業上のリスクに該当しない事項であっても、投資判断上あるいは当社グループの事業活動を理解する上で重要と考えら

れる事項については、投資者に対する積極的な情報開示の観点から記載しております。当社グループは、これらのリスクの発生の

可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合の対応に努める方針でありますが、すべてのリスク予測及びそれらに対する



回避を保証するものではありません。 

また、以下の記載は、当社株式への投資に関連するリスクをすべて網羅するものではありませんので、この点にご留意下さい。 

  なお、文中の将来に関する事項は、有価証券報告書提出日現在において当社グループが判断したものであります。 

  

（1）当社グループの事業が対象とする市場について 

当社グループの事業は、放送業界・映像業界及びインターネットサービス業界を中心としてデジタルコンテンツの保存管理、配

信などを必要とする市場を主に対象としております。当該市場では現在、様々なコンテンツのデジタル化が進んでおります。当社

グループはこの市場に対し、映像や音楽を始めとするデジタルコンテンツのマネージメントに対するコンサルティングやソフトウ

ェアの開発を行っております。またそれらデジタルコンテンツを有効に保存、活用するためのストレージマネージメントのソリュ

ーションを提供しており、さらに当連結会計年度に映像・放送機器メーカー及び保守会社の株式を100％取得し、デジタル映像に関

するハードウェアからソフトウェアまでを一括して提供できるようになりました。これら各事業を通じて、コンテンツのデジタル

化を支援することをビジネスとしております。 

上記の市場に対し、当社グループでは十分な市場拡大を見込んでおりますが、その市場拡大が当社の予想と異なった場合、ある

いは何らかの理由で当該分野での競争優位を失った場合等は、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。 

  

（2）当社グループの事業の内容に起因するリスクについて 

知的財産権について 

現時点において、当社グループは、当社グループのもつ独自の伝送技術で特許の申請を行っており、今後当社グループの事業分

野において特許権の成立の可能性がある独自技術については、特許の申請を前向きに考えていく所存でおります。また、第三者の

知的所有権を侵害する事態を可能な限り回避すべく特許事務所等にて適時確認をするなど最善の努力をしております。 

しかしながら、当社グループが事業の展開を進めている分野においてすでに成立している特許権の全てを検証し、さらに将来ど

のような特許権その他知的財産権が成立するかを正確に把握することは困難であります。このため当社グループ事業に現在、また

は将来利用する技術と抵触する特許権などの知的財産権を第三者がすでに取得している可能性も否定できず、万一そのような場合

には、当社グループが当該知的財産権侵害に関する訴訟の提起を受け、当社グループに損害賠償義務が発生するなどして、当社グ

ループの事業展開及び当社グループの業績に影響が生じる可能性があります。 

  

  

  

競合について 

  当社グループは自社開発のソフトウェアと世界の先進技術や製品を組み合わせたソリューションを提供することにより、デジタ

ルコンテンツマネージメントに関するノウハウ・技術を蓄積してきており、その技術を活用したビジネスを展開しております。イ

ンターネットやデジタル放送の黎明期よりこれらの技術を培ってきたことに加え、さらに当連結会計年度にグループに加わった子

会社が保有する映像・放送機器に関する多数の優れた技術・製品により、現時点では、他社に対して優位性を有していると考えて

おります。 

  しかし、他の企業の新規参入や大手企業との価格競争の激化等により、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。

  

  

技術革新への対応 

当社グループでは、システムを構築する上で重要なOSやネットワーク・機器などシステムの基盤に関するコンサルティングから

構築まで一貫して社内で行い、デジタルコンテンツを扱うあらゆる業種の顧客に対して総合力でサービスを提供することが強みで

あります。この領域では技術革新のスピードが速いため、先進のノウハウとシステムを保有し、かつそれらを継続的にアップデー

トしてゆく必要があります。 



当社グループにおいては迅速な環境変化に対応できるような組織運営を進めてはおりますが、当社グループの想定している以上

の技術革新等による著しい環境変化等が生じた場合は、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。 

  

システムトラブル等について 

当社グループが提供するソリューションにおいて、当社グループの責務のある原因で不具合（誤作動・バグ・納期遅延等）が生

じた場合、損害賠償責任の発生や顧客からの当社グループに対する信頼を喪失することにより、当社グループの業績に影響を与え

る可能性があります。 

また、当社グループは、社内のコンピュータシステムに関し、バックアップにより災害対策を講じておりますが、地震や水害

等の大規模広域災害、火災等の地域災害、コンピュータ・ウィルス、電力供給の停止、通信障害、通信業者に起因するサービス

の中断や停止など、現段階では予測不可能な事由によりシステムトラブルが生じた場合には、当社グループの業績に影響を与え

る可能性があります。 

  

（3）当社グループの事業体制について 

特定人物への依存について 

当社の創業者である代表取締役社長片山圭一朗は、現在の当社の事業基盤を作り上げた人物であり、また当社子会社・関連会

社4社の取締役（うち3社は代表取締役）も兼任しており、当社グループの経営戦略の立案、技術開発の方針決定、営業活動等当

社の事業活動の様々な分野で重要な役割を果たしております。このため、将来の事業規模の拡大に備え、同人に過度に依存しな

い体制を構築すべく、人材の育成を強化し、組織的な業務遂行が出来る体制を構築すべく邁進しております。 

しかしながら現状においては、片山圭一朗が何らかの理由により業務遂行が困難となった場合には、当社グループの事業展開

及び業績に影響が生じる可能性があります。 

  

  

管理体制強化について 

平成18年3月末における当社グループは、当連結会計年度に3社子会社化したことにより社員190名程度の組織になり、内部管理

体制は当該規模に応じたものとなっております。今後はより効率的な組織運営を行なう上で、また更なる事業拡大に伴い、人員

の増強と内部管理体制の一層の充実を図る方針であります。 

しかし管理体制の強化のための人材確保が計画通りに進まなかった場合は、適切な組織的対応が出来ず、事業の効率的な運営

に支障が生じる可能性があります。 

  

人材の確保について 

当社グループが今後の安定的な成長を実現していくためには、各部署において、優秀な人材を確保していくことが重要な課題で

あります。当社グループは、事業の適性にあわせた組織を構築することを人事方針として定め、優秀な人材を確保するための努力

を行っております。 

現在のところ人材採用計画は順調に推移しておりますが、今後当社グループの求める要件を満たす人材の確保・育成が計画通り

に進まない場合には、当社グループの事業展開及び業績に影響が生じる可能性があります。 

  

外注先技術の活用について 

  システムインテグレーションサービス、コンサルティングサービス、及び子会社の製造部門については、一部協力会社を活用

してビジネスを行っております。 

しかしながら今後の当社グループにおけるビジネスの拡大に伴い、それに見合う優秀で適正なコストの協力会社が不足する場

合には、当社グループの事業展開及び業績に影響が生じる可能性があります。 

  



部材調達について 

  当社グループでは、映像・放送機器を開発・製造販売しており、必要な部材については部品メーカー・販売会社より調達して

おります。当社グループ内にて、部材の共通購買や製造の統合管理等、効率のよい運営を行い、コストの低減、利益の追求を行

なっていく計画でおります。 

しかしながら、部材の調達コストが高騰した場合またはタイムリーな調達に障害が発生した場合には当社グループの事業展開

及び業績に影響が生じる可能性があります。 



５ 【経営上の重要な契約等】 

（1）OEM契約 

  

  

（2）販売代理店契約 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

（3）業務提携契約 

  

相手先 契約内容 契約期間 

米国 

Sun Microsystems, Inc. 

PCサーバ向けOSであるSolaris8 x86に関する

OEM契約。このOEMで調達したOSを、当社の

Total Clusterに添付販売しております。 

平成13年９月17日から３年間。

但し、契約期間満了の60日前ま

でに双方いずれからも申出がな

い限り、１年間(最長２年間)自

動継続され、以降も同様とす

る。 

米国 

Sun Microsystems, Inc. 

PCサーバ向けOSであるSolaris9 x86に関する

OEM契約。このOEMで調達したOSを、当社の

Total Clusterに添付販売しております。 

平成15年３月19日から３年間。

但し、契約期間満了の60日前ま

でに双方いずれからも申出がな

い限り、１年間(最長２年間)自

動継続され、以降も同様とす

る。 

相手先 契約内容 契約期間 

米国 

Brekeke Software,Inc. 

Brekeke社 IP電話、SIP関連ソフトウェアに関

する総代理店契約 

平成17年４月１日から１年間。

但し、契約期間満了までに双方

いずれからも申出がない限り、

１年間自動継続され、以降も同

様とする。 

米国 

Decru, Inc. 

暗号化装置 DataFortに関する販売代理店契約 平成16年４月１日から１年間。

但し、契約期間満了までに双方

いずれからも申出がない限り、

１年間自動継続され、以降も同

様とする。 

米国 

MaXXan Systems, Inc. 

「SA100f／SG110m」の販売代理店契約 平成16年６月２日から１年間。

但し、契約期間満了までに双方

いずれからも申出がない限り、

１年間継続される。 

ドイツ 

CARNOT, Inc. 

Javaワークフローモジュールに関する国内販売

代理店契約 

平成14年８月20日より１年間。

但し、双方いずれからも申出が

ない限り、１年間自動継続さ

れ、以降も同様とする。 

相手先 契約内容 契約期間 

株式会社ITサービス ストレージマネージメント及びセキュリティビ

ジネスに関連し、各自の有する技術、製品、ノ

平成15年11月５日から１年間。

但し、契約期間満了の60日前ま



  

ウハウを互いに提供し合い、第三者との間の具

体的な営業成果に結びつけ、双方の利益を図る

ための包括的な業務提携契約 

でに双方いずれからも申出がな

い限り、１年間自動継続され、

以降も同様とする。 

イーエムシー ジャパン 

株式会社 

オラクルデータベースをネットワーク型ストレ

ージ(NAS)で利用する顧客向けに、オラクルデ

ータベースを負荷分散的に扱い、かつその情報

を暗号化して安全に扱う事を目的とし、当社の

持つオラクルデータベースに関するノウハウ、

バックアップソフト、ストレージの暗号化装置

と、イーエムシーが持つ高可用性かつ高速な

NASを組み合わせた共同営業戦略に関する業務

提携 

  



６ 【研究開発活動】 

当連結会計年度は２つの点に注力して集中的に研究開発投資を行いました。１点目は、これまで当社がコンサルティング業務や

メディア系システムの構築で培ったデジタルコンテンツのマネージメントや配信のノウハウを活用したデジタルシネマのシステム

「Hommage（オマージュ）」の製品発表に向けた研究開発です。数年後の映画館の大規模なデジタル化を見据え、積極的に開発を推

進しております。 

次に、２点目は、Hommageの基礎になる新世代の映像圧縮技術「JPEG2000」に着目し、JPEG2000のリアルタイムエンコーダ/デコ

ーダの開発、並びにJPEG2000で圧縮した映像をインターネット等を経由してIP伝送するための研究開発への注力です。 

この２点を中心に、当連結会計年度の研究開発費の総額は89,347千円となりました。なお、当連結会計年度のセグメント別の研

究開発費は次のとおりであります。 

（1）メディアソリューション事業 

    当事業に係る研究開発費は89,347千円であります。 

（2）システムインテグレーション事業 

   該当事項はありません。 

  



７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

１．重要な会計方針及び経営者による見積り 

 当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して作成されております。そ

の作成には、経営者による会計方針の選択・適用、資産・負債及び収益・費用の報告金額及び開示に影響を与える見積りを必要とし

ます。経営者は、これらの見積りについて過去の実績等を勘案し合理的に判断していますが、実際の結果は、見積りによる不確実性

のため、これらの見積りと異なる場合があります。 

（1）貸倒引当金の計上基準 

 当社は、債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別

に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しておりす。 

 回収見込額の見積りについては慎重な判断の下、合理的に実施していますが、前提条件の変化等により、追加の貸倒損失等が発生

する可能性があります。 

（2）その他の重要な会計方針 

 その他の重要な会計方針については「第５ 経理の状況 （1）連結財務諸表 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」

をご参照ください。 

  

２．当連結会計年度の経営成績の分析 

 （売上高の分析） 

  当連結会計年度の業績は、売上高1,843百万円なお、子会社の株式取得日が平成18年１月６日であるため、子会社の損益計算書項

目は平成18年１月から３月の３ヶ月間のみの連結となっております。また、連結子会社が出来たことにより、持分比率26％の米国

ブレケケ・ソフトウェア社の損益に関しても持分法の適用により取り込んでおります。 

［メディアソリューション事業］ 

当連結会計年度のシステムコンサルティングサービスにおきましては、放送局向けのデジタルコンテンツ管理システムや本年

４月１日よりサービスが開始された携帯・移動体向けデジタル放送（ワンセグ）関連のシステム構築、放送業界で培ったノウハ

ウを基にしたインターネットサービス事業者への応用などを中心として事業活動してまいりました。ソリューションプロダクト

サービスにおきましても、デジタル放送、携帯・移動体向けデジタル放送（ワンセグ）、インターネットサービス事業者向けな

どを中心に、サーバを止めないためのソリューション「Total Cluster」が堅調に伸びております。また、Total Clusterと組み

合わせた付加価値の高いIP電話のソリューションも伸びてきております。その結果、両サービスの売上高は過去最高を記録し、

売上高1,280百万円となりました。 

[システムインテグレーション事業] 

     当連結会計年度のシステムインテグレーション事業におきましては、従来より取り組んで来た最先端のオブジェクト指向開発

技術を駆使し、当初の計画通りに推移しました。その結果、売上高562百万円となりました。 

（売上原価及び売上総利益の分析） 

  売上原価は、メディアソリューション事業は791百万円、システムインテグレーション事業におきましては461百万円となり、

売上総利益は、589百万円になりました。 

（販売費及び一般管理費並びに営業利益の分析） 

  販売費及び一般管理費は、メディアソリューション事業は554百万円、システムインテグレーション事業におきましては15百万

円となり、営業利益は19百万円になりました。 

（営業外損益及び経常利益の分析） 

  営業外収益は、メディアソリューション事業は22百万円、システムインテグレーション事業におきましては該当なし、営業外

費用は、メディアソリューション事業は20百万円、システムインテグレーション事業におきましては該当なしにて、経常利益は

21百万円になりました。 

（特別損益、法人税等及び当期純利益の分析） 

  特別利益は、メディアソリューション事業は3百万円、システムインテグレーション事業におきましては該当なし、特別損失

は、メディアソリューション事業は1百万円、システムインテグレーション事業におきましては該当なしとなりました。以上によ

り税金等調整前当期純利益は23百万円となり、さらに法人税、住民税及び事業税、法人税等調整額等の税金項目を加味した結

果、当期純利益8百万円となりました。 

  なお、連結初年度のため、前連結会計年度との比較は行っておりません。 

  



３．資本の財源及び資金の流動性についての分析 

（1）財政状態の分析 

当社グループの当連結会計年度における財政状態の分析は、以下のとおりです。 

 当連結会計年度末の総資産は、2,367百万円となりました。 

  流動資産は、受取手形及び売掛金、たな卸資産等が増加したことにより、1,308百万円となりました。 

  固定資産は、有形固定資産の増加や連結調整勘定が発生したことにより、1,058百万円となりました。 

  流動負債については、支払手形及び買掛金、短期借入金等が増加したことにより964百万円となり、固定負債については、長

期借入金等が増加したことにより、667百万円となりました。 

  純資産については、株式発行の収入等により、735百万円となりました。この結果、株主資本比率は、31.1％となりました。 

      なお、連結初年度のため、前事業年度の個別貸借対照表と比較しております。 

（2）キャッシュ・フローの分析 

当社グループの当連結会計年度におけるキャッシュ・フローの分析は、以下のとおりです。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

    営業活動の結果使用した資金は210百万円となりました。これは主に、税金等調整前当期純利益23百万円を計上したものの、

売上債権の増加253百万円等があったことによるものであります。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

    投資活動の結果得られた資金は29百万円となりました。これは主に、有形固定資産の取得による支出33百万円等があったも

のの、新規連結子会社取得による収入95百万円等があったためであります。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

    財務活動の結果使用した資金は82百万円となりました。これは主に、株式発行による収入29百万円、短期借入金の純増62百

万円があったものの、長期借入金の返済147百万円や配当金の支払27百万円があったことによるものであります。 

  （現金及び現金同等物の期末残高） 

当期連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、短期借入金の純増や法人税等の還付による収入

等はあったものの、売上債権の増加や投資有価証券取得による支出等により、当連結会計年度末には281百万円となりました。

なお、連結初年度のため、前連結会計年度との比較は行なっておりません。 



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当連結会計年度における設備投資の額は、35,077千円であります。その内容は、人員拡大によるパソコン等の事務機器の購入、

什器等の機能向上のための支出によるものであります。 

なお、当連結会計年度において、重要な設備の除却・売却はありません。 

  

２ 【主要な設備の状況】 

 当社グループにおける主要な設備は、次のとおりであります。 

（1）提出会社 

平成18年３月31日現在 

  

 （2）国内子会社 

平成18年３月31日現在 

    (注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 提出会社には、現在休止中の設備はありません。 

       ３ 従業員数の（ ）は、臨時雇用者数を外書しております。 

  

  

３ 【設備の新設、除却等の計画】 

重要な設備の新設、除却等の計画はありません。 

事業所名 
(所在地) 

事業の種類別
セグメントの

名称 
設備の内容 

帳簿価額(千円)
従業員数
(名) 建物及び

構築物 
機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡) 

その他 合計 

東京本社 
(東京都渋谷区) 

メディアソ
リューショ
ン事業 

事務所設備 3,524 591 ― 
― 

28,754 32,869 22(-)

東京本社 
(東京都渋谷区) 

全社(共通) 事務所設備 ― ― ― 
― 

2,048 2,048 5(1)

仙台SIセンター 
(宮城県仙台市青
葉区) 

システムイ
ンテグレー
ション事業 

事務所設備 1,647 20 ― 
― 

4,421 6,088 56(-)

合計 5,171 611 ― 
― 

35,223 41,006 83(1)

会社名 
事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容 

帳簿価額(千円)
従業員数
(名) 建物及び

構築物 
機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡) 

その他 合計 

㈱山下電子設計 
メディアソ
リューショ
ン事業 

放送機器 
生産設備 

57,004 581 229,682 
(8,616.05) 

30,032 317,300 23(1)

㈱ワイ・イー・
シー・リサーチ 

メディアソ
リューショ
ン事業 

放送機器 
保守設備 

― ― ― 696 696 17(1)

エレテックス㈱ 
メディアソ
リューショ
ン事業 

放送機器 
生産設備 

100,046 3,597 174,840 
(1,983.47) 

6,719 285,203 45(2)

合計 157,051 4,179 404,522 
(10,599.52) 

37,447 603,201 85(4)



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

(注)１ 完全議決権株式であり、株主としての権利内容に制限のない、標準となる株式であります。 

２ 提出日現在の発行数には、平成18年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使により発行された株

式数は、含まれておりません。 

  

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 30,000

計 30,000

種類 
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成18年３月31日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年６月28日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 10,608 10,623
東京証券取引所
(マザーズ) 

(注)1 

計 10,608 10,623 ― ― 



(2) 【新株予約権等の状況】 

  平成13年改正旧商法第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

(注) １ 当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により払込金額を調整するものとします。 

２ 新株予約権の行使の条件は以下のとおりであります。 

(1) 新株予約権者が当社役員または従業員である場合は、権利行使時においても、当社又は当社子会社の役員若しくは従業

員の地位にあることを要する。但し、任期満了により退任した場合、定年退職その他正当な理由がある場合は、この限

りではない。 

(2) 新株予約権の割り当てを受けたものが死亡した場合は、相続人がその権利を行使することができるものとする。 

(3) 新株予約権者が顧問の場合は、権利行使時においても、当社と良好な関係を維持していることを要する。 

(4) その他の条件は、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権割当契約」に定めるところによる。 

  

①平成15年３月26日臨時株主総会特別決議 

  
事業年度末現在
(平成18年３月31日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年５月31日) 

新株予約権の数(個) 270 265 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数(株) 810 795 

新株予約権の行使時の払込金額(円)    33,334(注)１ 同左 

新株予約権の行使期間 
平成17年３月27日～
平成25年３月25日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円) 

発行価格     33,334
資本組入額    16,667 

同左 

新株予約権の行使の条件 (注)２ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権の譲渡、質入その
他の処分は認めない。 

同左 

調整後払込金額＝調整前払込金額× 
１

分割又は併合の比率



  

(注) １ 当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により払込金額を調整するものとします。 

２ 新株予約権の行使の条件は以下のとおりであります。 

(1) 新株予約権者が当社役員または従業員である場合は、権利行使時においても、当社又は当社子会社の役員若しくは従業

員の地位にあることを要する。但し、任期満了により退任した場合、定年退職その他正当な理由がある場合は、この限

りではない。 

(2) 新株予約権の割り当てを受けたものが死亡した場合は、相続人がその権利を行使することができるものとする。 

(3) 新株予約権者が顧問の場合は、権利行使時においても、当社と良好な関係を維持していることを要する。 

(4) その他の条件は、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権割当契約」に定めるところによる。 

  

②平成16年６月24日定時株主総会特別決議 

  
事業年度末現在
(平成18年３月31日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年５月31日) 

新株予約権の数(個) 70 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数(株) 210 同左 

新株予約権の行使時の払込金額(円) 100,000（注）１ 同左 

新株予約権の行使期間 
平成18年６月25日～
平成25年３月25日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円) 

発行価格   100,000
資本組入額   50,000 

同左 

新株予約権の行使の条件 (注)２ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権の譲渡、質入その
他の処分は認めない。 

同左 

調整後払込金額＝調整前払込金額× 
１

分割又は併合の比率



(3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

  
(注) １ 合併 

２ 株式分割 

  平成15年３月６日付で、同日最終の株主名簿に記載された株主に対し、その所有株式を１株につき1.5株の割合をもって

分割しております。 

  主な割当先： 

  ジャフコ・ジー九(ビー)号投資事業有限責任組合 無限責任組合員 株式会社ジャフコ 

  ジャフコ・ジー九(エー)号投資事業有限責任組合 無限責任組合員 株式会社ジャフコ 

  投資事業有限責任組合エムエイチシーシーアイティー 無限責任組合員 みずほキャピタル株式会社 

  みずほキャピタル株式会社 

４ 株式分割 

  平成16年７月30日付で、７月26日最終の株主名簿に記載された株主に対し、その所有株式を１株につき３株の割合をもっ

て分割しております。 

  

５ 有償一般募集(ブックビルディング方式) 

発行価格290,000円  引受価額 268,250円 

発行価額221,000円  資本組入額110,500円 

       ７  新株予約権（ストックオプション）の権利行使による増加であります。 
 ８  平成18年４月１日から平成18年５月31日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式総数が15株、資本金及び資本

準備金がそれぞれ250千円増加しております。 

  

  

  

  

  

  

  

(4) 【所有者別状況】 

平成18年３月31日現在 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
(千円) 

資本金残高
(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 

平成14年10月１日 
(注)１ 

675 1,604 33,750 80,200 ― ―

平成15年３月６日 
(注)２ 

802 2,406 ― 80,200 ― ―

平成16年３月31日 
(注)３ 

300 2,706 45,000 125,200 45,000 45,000

平成16年７月30日 
(注)４ 

5,412 8,118 ― 125,200 ― 45,000

平成16年11月１日 
(注)５ 

1,500 9,618 165,750 290,950 236,625 281,625

平成16年４月１日～ 
平成17年３月31日 
(注)６ 

117 9,735 1,950 292,900 1,950 283,575

平成17年４月１日～ 
平成18年３月31日 
(注)７ 

873 10,608 14,550 307,450 14,550 298,125

  相手先名 フューチャーソフト株式会社

  合併比率 1：2.25 

   ３ 有償第三者割当   300株 

  発行価格 300,000円 

  資本組入額 150,000円 

   ６ 新株予約権（ストックオプション）の権利行使による増加であります。   

区分 

株式の状況

端株の状況
政府及び地
方公共団体

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等
個人その他 計 



（注）自己株式2.4株は、「個人その他」に2株、「端株の状況」に0.4株含まれております。 

(5) 【大株主の状況】 

平成18年３月31日現在 

  

個人以外 個人

株主数(人) ― 3 7 15 5 ― 1,221 1,251 ―

所有株式数
(株) 

― 382 170 1,116 65 ― 8,869 10,602 6

所有株式数
の割合(％) 

― 3.60 1.60 10.53 0.61 ― 83.66 100 ―

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

片山 圭一朗 
  

東京都渋谷区恵比寿4-6-1 
㈱フライトシステムコンサルティング気付 

2,753 25.96

松本  隆男 
  

東京都渋谷区恵比寿4-6-1 
㈱フライトシステムコンサルティング気付 

1,167 11.00

米倉  憲久 
  

東京都渋谷区恵比寿4-6-1 
㈱フライトシステムコンサルティング気付 

1,127 10.62

アストロデザイン株式会社 
  

東京都目黒区原町2-6-17 572 5.39

村松 典子 東京都渋谷区恵比寿4-6-1 
㈱フライトシステムコンサルティング気付 

363 2.47

日本トラスティ・サービス信託 
銀行株式会社(信託口) 

東京都中央区晴海1-8-11 200 1.88

大阪証券金融株式会社(業務口) 大阪府大阪市中央区北浜2-4-6 177 1.66

ジャフコ・ジー九(ビー)号 
投資事業有限責任組合 

東京都千代田区丸の内1-8-2 160 1.50

みずほキャピタル株式会社  
  

東京都中央区日本橋兜町4-3 150 1.41

ジャフコ・ジー九(エー)号 
投資事業有限責任組合 

東京都千代田区丸の内1-8-2 140 1.31

計 ― 6,811 64.20



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年３月31日現在 

  

② 【自己株式等】 

平成18年３月31日現在 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式     2 ―
株主としての権利内容に制限のな
い、標準となる株式 

完全議決権株式(その他) 普通株式 10,599 10,599 同上 

端株 普通株式     6 ― 同上 

発行済株式総数 10,608 ― ― 

総株主の議決権 ― 10,599 ― 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

株式会社フライトシステム
コンサルティング 

東京都渋谷区恵比寿４―６
―１ 

２ ― ２ 0.02 

計 ― ２ ― ２ 0.02 



(7) 【ストックオプション制度の内容】 

当社は、ストックオプション制度を採用しております。当該制度は、平成13年改正旧商法第280条ノ21の規定に基づき、新株予

約権を発行する方法によるものであります。 

当該制度の内容は、以下のとおりであります。 

    
(平成15年３月26日臨時株主総会決議) 

 平成13年改正旧商法第280条ノ21の規定に基づき、平成15年３月26日の臨時株主総会終結の時に在任する当社取締役及び同

日現在在籍する当社使用人で参与の資格を有する者に対して特に有利な条件をもって新株予約権を発行することを、平成15年

３月26日の臨時株主総会において特別決議されたものであります。 

  

(平成16年６月24日定時株主総会決議) 

平成13年改正旧商法第280条ノ21の規定に基づき、平成16年６月24日の定時株主総会終結の時に在任する当社取締役及び同

日現在在籍する当社使用人で参与の資格を有する者に対して特に有利な条件をもって新株予約権を発行することを、平成16年

６月24日の定時株主総会において特別決議されたものであります。 

  

決議年月日 平成15年３月26日

付与対象者の区分及び人数(名) 
①取締役        5
②監査役        1 
③従業員        76 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数(株) 同上 

新株予約権の行使時の払込金額(円) 同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

決議年月日 平成16年６月24日

付与対象者の区分及び人数(名) 
①取締役        1
②監査役        1 
③従業員        8 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数(株) 同上 

新株予約権の行使時の払込金額(円) 同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 



２ 【自己株式の取得等の状況】 

(1) 【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

該当事項はありません。 

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

該当事項はありません。 

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

該当事項はありません。 

  

３ 【配当政策】 

当社は、株主に対する利益還元と株主資本利益率の向上を経営の最重要課題の一つとして位置づけております。利益配分につい

ては、安定的かつ継続的な配当を実施することを基本とし、業績の進展状況に応じて配当性向等を勘案の上、増配、株式分割等の

方策により株主に対し積極的に利益還元を行う方針であります。 

当社の当事業年度の普通株式の利益配当金については、2006年５月19日開催の取締役会決議により、株主の皆様への安定的な配

当を継続するため、前事業年度と同額の１株につき2,800円の配当を実施しました。 



４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

(注)１ 株価は、東京証券取引所市場(マザーズ)におけるものであります。 

２ 当社株式は、平成16年11月１日から東京証券取引所市場(マザーズ)に上場されております。それ以前については、該当事

項はありません。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

(注)  株価は、東京証券取引所市場(マザーズ)におけるものであります。 

  

  

回次 第15期 第16期 第17期 第18期 第19期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

最高(円) ― ― ― 745,000 798,000

最低(円) ― ― ― 310,000 308,000

月別 平成17年10月 11月 12月 平成18年１月 ２月 ３月 

最高(円) 439,000 493,000 610,000 798,000 665,000 549,000

最低(円) 400,000 402,000 441,000 483,000 360,000 402,000



５ 【役員の状況】 

  

  
  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(株) 

代表取締役 
社長 ― 片 山 圭一朗 昭和37年３月10日

昭和60年４月 株式会社イーゼル入社

2,753

昭和63年４月 株式会社フライト(現株式会社フ

ライトシステムコンサルティン

グ)設立 
 同社代表取締役社長就任

平成14年10月 株式会社フライトシステムコンサ

ルティング 
 代表取締役社長就任(現任) 

取締役 ＳＩ事業部担当 米 倉 憲 久 昭和26年12月19日

昭和51年10月 株式会社CSK入社

1,127

平成元年７月 CSK東北システム株式会社設立 
 同社代表取締役社長

平成14年10月 株式会社フライトシステムコンサ

ルティング 
 代表取締役会長就任

平成17年３月 取締役SI事業部担当就任(現任) 

取締役 管理部担当 松 本 隆 男 昭和31年９月４日

昭和54年４月 株式会社CSK入社

1,167

平成元年７月 CSK東北システム株式会社設立 
 同社代表取締役専務

平成14年10月 株式会社フライトシステムコンサ

ルティング 
 取締役副社長就任

平成17年３月 取締役管理部担当就任(現任) 

取締役 
プロダクト＆ 
サービス 
事業部長 

村 松 典 子 昭和33年６月２日

昭和56年３月 株式会社セル・インフォーテック

入社 

363

平成11年８月 株式会社フライト(現株式会社フ

ライトシステムコンサルティン

グ)入社 
平成13年６月 同社取締役就任

平成14年10月 株式会社フライトシステムコンサ

ルティング 
 取締役プロダクト＆サービス事業

部長就任(現任) 

取締役 
  

事業企画室 
室長 

中 原 信 一 郎 昭和38年10月１日

昭和61年４月 日本電気株式会社入社

4

平成３年１月 マイクロソフト株式会社入社 
平成13年10月 同社コーポレート営業本部長就任 
平成18年２月 株式会社フライトシステムコンサ

ルティング入社 
平成18年３月 同社事業企画室室長就任(現任) 
平成18年６月 取締役就任(現任)

常勤監査役 ― 笠 間 龍 雄 昭和22年５月15日

昭和46年４月 朝日生命保険相互会社入社 

－

平成15年４月 株式会社クイック入社

平成16年６月 株式会社フライトシステムコンサ

ルティング 
 監査役就任(現任)

監査役 ― 大 島 やよい 昭和26年３月14日

昭和57年  永野・真山法律事務所入所 

15

昭和60年  大島法律事務所開設

平成11年  杉原・大島法律事務所開設 
平成14年６月 株式会社フライト(現株式会社フ

ライトシステムコンサルティン

グ)監査役就任 
平成14年10月 株式会社フライトシステムコンサ

ルティング 
 監査役就任(現任)

計 5,430



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

（コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方） 

当社は、企業としての社会的責任の遂行及び株主利益の確保のために、コーポレート・ガバナンスの整備と充実を経営の最重要課

題の一つと位置付けております。そのために、企業活動に関わる全ての利害関係者の利益を重視し、経営環境の把握や経営判断の迅

速化を図るとともに、経営の透明性確保のために経営チェック機能の充実に努めております。 

（コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況） 

（1）会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等 

当社は監査役制度を採用しております。平成18年３月31日現在の取締役会は４名の取締役で構成されており、また、監査役は

２名から構成されております。 

経営の監視の仕組みとしては、経営の重要な意思決定機関及び経営監視機関として取締役会を位置付けており、取締役会は毎

月定期的に開催され、経営状況及び計画の進捗状況が遅滞なく把握されております。また、必要に応じて適宜臨時取締役会が招

集され、経営上の意思決定及び適切な対応が迅速に行われております。 

この取締役会及び取締役の業務執行に対し、監査役が常に厳正な監視機能を発揮しており、取締役会への出席に加え、取締役の

業務執行に対して適時適正な監査が行われております。また監査法人及び内部監査担当者１名との効果的な連携により会社業務

全般にわたり漏れのない監査が実施できる体制となっております。 

会計監査については、新日本監査法人を選任しており、当社の会計監査業務を執行した公認会計士は、田代清和、神山宗武の２

名であります。当社の会計監査業務にかかる補助者は、公認会計士２名、会計士補９名であります。 

さらに経営の公正性と透明性を高めるために積極的なＩＲ活動を実施し、株主・投資家等に対する情報開示の充実に取組んでお

ります。 

当社の業務執行・経営の監視の仕組みの模式図は次のとおりであります。 

  

 

  



（2）リスク管理体制の整備の状況 

当社では、コーポレート・ガバナンスの基盤となるコンプライアンス（法令遵守）について、役員をはじめ全従業員が法令及び

社会規範の遵守を意識した行動をとるように、管理部が中心となりガイドラインの作成配布や教育等を行っております。さら

に、その後内部監査担当者１名と連携し、マネージメントサイクルによる改善を進めております。 

（3）役員報酬の内容 

当事業年度における当社の取締役及び監査役に対する役員報酬等は以下のとおりであります。 

  

  

（4）監査報酬の内容 

当事業年度における監査法人に対する監査報酬は以下のとおりであります。 

  

  

  

  支給人員（名） 支払額（千円）

 取締役に支払った報酬 ４ 74,259 

 監査役に支払った報酬 ２ 5,933 

計 ６ 80,193 

区分 支払額（千円）

 公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬 9,600 

 上記以外の業務に基づく報酬 2,700 

計 12,300 



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。以下「連結財務

諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務諸表等規

則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、前事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に

関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のただし書きにより、改正前の財務

諸表等規則に基づいて作成しております。 

  (3) 当連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）は、連結財務諸表の作成初年度であるため、以下に掲げる連

結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書及び連結キャッシュ・フロー計算書については、前連結会計年度との対比は

行っておりません。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、当連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）の連結財務

諸表並びに前事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）及び当事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31

日まで）の財務諸表について、新日本監査法人により監査を受けております。 

  

  



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 
  

  

   
当連結会計年度
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

(資産の部)    

Ⅰ 流動資産    

１ 現金及び預金    281,720

２ 受取手形及び売掛金    708,017

３ たな卸資産    252,327

４ 繰延税金資産    2,089

５ その他    69,470

 貸倒引当金    △5,137

流動資産合計    1,308,487 55.3

Ⅱ 固定資産    

１ 有形固定資産    

(1) 建物及び構築物 ※２ 795,374 

減価償却累計額  △633,152 162,222

(2) 機械装置及び運搬具  40,509 

減価償却累計額  △35,718 4,790

(3) 工具器具及び備品  321,160 

減価償却累計額  △253,417 67,743

(4) 土地 ※２   404,522

有形固定資産合計    639,279 27.0

２ 無形固定資産    

(1) 連結調整勘定    319,107

(2) その他    4,928

無形固定資産合計    324,035 13.7

 ３ 投資その他の資産    

  (1) 投資有価証券 ※１   41,050

  (2) その他    54,243

投資その他の資産合計    95,293 4.0

固定資産合計    1,058,608 44.7

資産合計    2,367,096 100.0

     



    

  

  
当連結会計年度
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

(負債の部)   

Ⅰ 流動負債  

１ 支払手形及び買掛金  223,177

２ 短期借入金 ※２  627,323

３ 未払法人税等  6,279

４ 賞与引当金  23,920

５ その他  83,969

流動負債合計  964,671 40.7

Ⅱ 固定負債  

１ 長期借入金 ※２  634,348

 ２ 繰延税金負債  260

 ３ 退職給付引当金  28,777

 ４ その他  3,772

固定負債合計  667,158 28.2

負債合計  1,631,830 68.9

   

(資本の部)  

Ⅰ 資本金 ※４  307,450 13.0

Ⅱ 資本剰余金  298,125 12.6

Ⅲ 利益剰余金  130,393 5.5

Ⅳ その他有価証券評価差額金  82 0.0

Ⅴ 為替換算調整勘定  139 0.0

Ⅵ 自己株式 ※５  △925 △0.0

資本合計  735,265 31.1

負債及び資本合計  2,367,096 100.0

   



② 【連結損益計算書】 

  

  
  

   
当連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高    1,843,296 100.0

Ⅱ 売上原価    1,253,371 68.0

売上総利益    589,924 32.0

Ⅲ 販売費及び一般管理費 
※１, 
２ 

  570,576 31.0

営業利益    19,348 1.0

Ⅳ 営業外収益    

１ 受取利息  11 

２ 賃貸料収入  2,044 

３ 補助金収入  17,021 

４ その他  3,373 22,452 1.2

Ⅴ 営業外費用    

１ 支払利息  9,691 

２ 持分法による投資損失  5,511 

３ 新株発行費  1,455 

４ 支払手数料  3,000 

５ その他  542 20,201 1.1

経常利益    21,599 1.1

Ⅵ 特別利益    

１ 固定資産売却益 ※３ 96 

２ 持分変動利益  3,471 3,567 0.2

Ⅶ 特別損失    

１ 固定資産除却損 ※４ 1,862 1,862 0.1

税金等調整前 
当期純利益 

   23,304 1.2

法人税、住民税 
及び事業税 

 4,136 

過年度法人税、住民税 
及び事業税 

 1,620 

法人税等調整額  8,924 14,680 0.8

当期純利益    8,624 0.4

     



③ 【連結剰余金計算書】 

  

  

  
当連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)

(資本剰余金の部) 

Ⅰ 資本剰余金期首残高 283,575

Ⅱ 資本剰余金増加高 

１．増資による新株の発行 14,550 14,550

Ⅲ 資本剰余金期末残高 298,125

  

  (利益剰余金の部) 

Ⅰ 利益剰余金期首残高 149,020

Ⅱ 利益剰余金増加高 

 １．当期純利益 8,624 8,624

Ⅲ 利益剰余金減少高 

 １．配当金 27,251 27,251

Ⅳ 利益剰余金期末残高 130,393

  



④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

  
  
  
  
  
  
  

   
当連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(千円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前当期純利益  23,304

減価償却費  21,574

連結調整勘定償却  11,831

持分法による投資損失  5,511

持分変動利益  △3,471

貸倒引当金の増加額  574

賞与引当金の増加額  17,723

退職給付引当金の増加額  1,114

受取利息及び受取配当金  △11

支払利息  9,691

為替差損益  △10

有形固定資産除却損  1,862

有形固定資産売却益  △96

売上債権の増加額  △253,880

たな卸資産の増加額  △38,541

仕入債務の増加額  41,201

未払消費税等の増加額  3,011

その他  △68,266

小計  △226,875

利息及び配当金の受取額  12

利息の支払額  △10,828

法人税等の還付額  29,564

法人税等の支払額  △2,087

営業活動によるキャッシュ・フロー  △210,215

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー  

定期預金の預入による支出  △0

有形固定資産取得による支出  △33,727

有形固定資産売却による収入  486

無形固定資産取得による支出  △1,349

投資有価証券取得による支出  △25,364

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の 
取得による収入 

※２ 95,077

保証金の差入による支出  △5,642

投資活動によるキャッシュ・フロー  29,478

   
当連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(千円)

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入金の純増減額  62,432

長期借入金の返済による支出  △147,474



  

株式発行による収入  29,100

配当金の支払額  △27,043

   財務活動によるキャッシュ・フロー  △82,985

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  10

Ⅴ 現金及び現金同等物の減少額  △263,712

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  544,931

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 281,218

   



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

項目 
当連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 連結の範囲に関する 

事項 

  

  

  

(1)連結子会社の数 ３社 

 主要な連結子会社の名称 

  (1)株式会社 山下電子設計 

  (2)株式会社 ワイ・イー・シ

ー・リサーチ 

  (3)エレテックス株式会社 

 連結子会社３社は、平成18年１月

６日の株式取得に伴い、当連結会

計年度より連結子会社となりまし

た。なお、みなし取得日を平成18

年１月１日としているため、当連

結会計年度は平成18年１月１日か

ら３月31日までの３ヶ月の損益を

連結しております。 

(2)主要な非連結子会社の名称等 

 主要な非連結子会社 

  YEM International,Inc. 

 (連結の範囲から除いた理由) 

 非連結子会社は、小規模であり、

総資産、売上高、当期純利益及び

利益剰余金等は、いずれも連結財

務諸表に重要な影響を及ぼしてい

ないためであります。 

 

２  持分法の適用に関する 

  事項 

  

  

  

  

(1)持分法を適用した関連会社 1社 

 会社等の名称 

  Brekeke Software,Inc. 

(2)持分法を適用していない非連結子

会社（YEM  International,Inc.）

は、当期純損益及び利益剰余金等

からみて、持分法の対象から除い

ても連結財務諸表に及ぼす影響が

軽微であるため、持分法の適用範

囲から除外しております。 

(3)持分法の適用の手続について記載

する必要があると認められる事項 

  持 分 法 適 用 会 社 (Brekeke 

Software,Inc.)の決算日は連結決

算日と異なるため、持分法適用会

社の事業年度に係る財務諸表を使

用しております。 

 

３ 連結子会社の事業年度 

  等に関する事項 

全ての連結子会社の事業年度の末日 

は、連結決算日と一致しておりま

す。 

  

  

  

  

区分 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日) 

 ４ 会計処理基準に関する 

   事項 

(1) 重要な資産の評価基 

    準及び評価方法 

  

  

  

①有価証券 

 その他有価証券 

 時価のあるもの 



  決算日の市場価格等に基づく時

価法(評価差額は、全部資本直入法

により処理し、売却原価は移動平

均法により算定)によっておりま

す。 

 時価のないもの 

  移動平均法による原価法によっ 

 ております。 

②たな卸資産 

   製品 

    個別法による原価法によっ 

      ております。 

  

原材料 

     移動平均法による原価法に 

    よっております。 

 

仕掛品 

    個別法による原価法によっ 

    ております。 

 

  

  

  

貯蔵品 

     最終仕入原価法によってお 

    ります。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

項目 
当連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

(2) 重要な減価償却資産  

    の減価償却の方法 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

①有形固定資産 

   定率法によっております。 

  なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。 

 ②無形固定資産 

定額法によっております。 

  なお、自社利用のソフトウェア 

 については、社内における見込利 

 用可能期間(3～5年)に基づく定額 

建物及び構築物 ７～50年

機械装置及び 

運搬具 
２～11年

工具器具及び備品 ３～10年



  

(3) 重要な繰延資産の処   

    理方法 

  

(4) 重要な引当金の計上 

     基準 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

   (5) 重要な外貨建の資産 

及び負債の本邦通貨 

への換算基準 

    

  

  

  

  

  

 法によっております。 

新株発行費 

 支出時に全額費用として処理してお

ります。 

①貸倒引当金 

   債権の貸倒れによる損失に備 

  えるため、一般債権については 

  貸倒実績率により、貸倒懸念債 

  権等特定の債権については個別 

  に回収可能性を勘案し、回収可 

  能見込額を計上しております。 

 ②賞与引当金 

   従業員に対して支給する賞与 

  の支出に充てるため、支給見込 

  額に基づき当連結会計年度に 

  見合う分を計上しております。 

 ③退職給付引当金 

   連結子会社は、従業員の退職 

金の支払に備えるため、当連結 

会計年度末における自己都合 

要支給額を計上しております。 

  外貨建金銭債権債務は、連結決算日

の直物為替相場により円貨に換算し、

換算差額は損益として処理しておりま

す。 

 なお、在外持分法適用会社の資産及

び負債は当該会社の決算日の直物為替

相場により円貨に換算し、収益及び費

用は期中平均相場により円貨に換算

し、換算差額は、資本の部における為

替換算調整勘定に計上しております。 

  

項目 
当連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

(6) 重要なリース取引の 

     処理方法 

  

  

  

  

(7) その他連結財務諸表  

       作成のための重要な

事項 

  リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

  

消費税等の会計処理 

税抜き方式によっております。 

５ 連結子会社の資産及び 

  負債の評価に関する事 

  項 

 連結子会社の資産及び負債の評価

方法は、全面時価評価法によってお

ります。 

 

６ 連結調整勘定の償却に 

  関する事項 

 連結調整勘定は、個別案件ごとに 

判断し7年以内の合理的な年数で均 

等償却しております。 

 

７ 利益処分項目等の取扱 

  いに関する事項 

  

  

 連結剰余金計算書は、連結会社の 

利益処分について、連結会計年度中 

に確定した利益処分に基づいて作成 

しております。 

８ 連結キャッシュ・フロ 

  －計算書における資金 

  の範囲 

   

 連結キャッシュ・フロー計算書に 

おける資金(現金及び現金同等物) 

は、手許現金、随時引き出し可能な 

預金及び容易に換金可能であり、か 



  

  

  

  

  

  

つ、価値の変動について僅少なリス 

クしか負わない取得日から３ヶ月以 

内に償還期限が到来する短期投資か 

らなっております。 

  



  
注記事項 

(連結貸借対照表関係) 
  

当連結会計年度
(平成18年３月31日) 

※１ 非連結子会社及び関連会社に対するものは次のとお
りであります。 

   投資有価証券(株式)     38,130千円 
※２ 担保に供している資産 
  (担保資産) 
   運転資金及び設備資金借入金1,015,354千円(短期借

入金180,000千円、１年以内返済予定の長期借入金
323,847千円、長期借入金511,506千円)の担保として
抵当に供しているものは、次のとおりであります。 

  
     建物                140,821千円 
     土地               403,811千円 
      計                544,632千円 
  
３ 受取手形裏書譲渡高      8,656千円 
  

  

  
６ 当座貸越限度額の総額 

    当社及び連結子会社(株式会社山下電子設計)にお
いては、運転資金の効率的な調達を行うため取引
銀行２行と当座貸越契約を締結しております。 

    当連結会計年度末における当座貸越契約に係る借
入金未実行残高等は次のとおりであります。 

    

※４ 発行済株式の総数 普通株式 10,608株

※５ 自己株式の保有数   普通株式 2株

当座貸越限度額の総額 330,000千円

借入実行残高 180,000千円

差引額 150,000千円

    



(連結損益計算書関係) 
  

  

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 販売費及び一般管理費の主なもの 

おおよその割合 

役員報酬 93,913千円

給与手当 125,519千円

貸倒引当金繰入額 574千円

賞与引当金繰入額 4,318千円

退職給付費用 1,192千円

研究開発費 89,347千円

販売費 2.6％

一般管理費 97.4％

※２ 一般管理費に含まれる研究開発費は89,347千円で

あります。 

※３ 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 

※４ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

機械装置及び運搬具 96千円

機械装置及び運搬具 452千円

工具器具及び備品 1,409千円

   計 
  

1,862千円



(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 
  
  

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

 (リース取引関係) 
  

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

            （平成18年３月31日現在） 

※２ 株式の取得により新たに連結子会社となった会社

の資産及び負債の主な内訳 

   株式の取得により新たに株式会社山下電子設計他

２社を連結したことに伴う連結開始時の資産及び負

債の内訳並びに新規連結子会社株式の取得価額と新

規連結子会社取得による収入(純額)との関係は次の

とおりであります。 

現金及び預金 281,720千円

預入期間が３か月を 
超える定期預金 △501千円

現金及び現金同等物 281,218千円

流動資産 625,766千円

固定資産 714,611千円

連結調整勘定 330,939千円

流動負債 △433,051千円

固定負債 △1,144,552千円

新規連結子会社株式 
の取得価額 
新規連結子会社の現金及び 
現金同等物 

93,713千円

188,790千円

差引：新規連結子会社 
取得による収入 

95,077千円

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額 

 相当額及び期末残高相当額 

    

取得価額 

相 当 額 

減価償却 

累 計 額 

相 当 額 

  

期末残高 

相 当 額 



  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

 (有価証券関係) 
①その他有価証券で時価のあるもの 

  

  
  ②時価評価されていない主な有価証券の内容 
  

２ 未経過リース料期末残高 

   １年内            3,717千円 

   １年超            6,877千円 

合計           10,595千円 

３ 支払リース料、減価償却費相当額、支払利息 

  相当額 

  支払リース料    24,138千円 

  減価償却費相当額   1,079千円 

  支払利息相当額      100千円 

４ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

  減価償却費相当額の算定方法 

・リース期間を耐用年数とし、残存価額を零 

  とする定額法によっております。 

５ 利息相当額の算定方法 

  ・リース料総額とリース物件の取得価額相当額 

  の差額を利息相当額とし、各期への配分方法に 

  ついては、利息法によっております。 

   

( 千円 ) ( 千円 ) ( 千円 ) 

機械装置 

及び 

運 搬 具 

  

4,328 

  

1,586 

  

2,741 

工具器具 

及び 

備  品 

  

17,751 

  

10,244 

  

7,507 

  

合計 

  

22,079 

  

11,831 

  

10,248 

区分 

当連結会計年度末
(平成18年３月31日) 

取得原価 

(千円) 

  

連結貸借 

対照表計上額 

(千円) 

差額 

(千円) 

連結貸借対照表計上額が 

取得原価を超えるもの 

 ① 株式 

  

  

782 

  

  

920 

  

  

138 

小計 782 920 138 

連結貸借対照表計上額が 

取得原価を超えないもの 

 ① 株式 

  

  

－ 

  

  

－ 

  

  

－ 

小計 － － － 

合計 782 920 138 



  
  

(デリバティブ取引関係) 

当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

当社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

  

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

  
  
  

(退職給付関係) 

当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

(ア) 採用している退職給付制度の概要 
     連結子会社については、退職一時金制度と中小企業退職共済制度を併用しております。 
  
(イ) 退職給付債務に関する事項 

①退職給付債務          28,777千円 
②退職給付引当金         28,777千円 
(注)連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 
  

(ウ) 退職給付費用に関する事項 
①勤務費用             4,449千円 
②退職給付費用           4,449千円 
  
  

(エ) 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 
連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しておりますので、 
基礎率等については記載しておりません。 
  

  
  

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

  
  

  連結貸借対照表計上額(千円)
(１)その他有価証券 

その他 
  

2,000 



  
  
  
  
  
  
  
  
  

  
  
  
  
  

  (税効果会計関係) 

  

当連結会計年度
(平成18年３月31日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な 

原因別の内訳 

  

  当連結会計年度現在の繰延税金資産の純額は、 

 連結貸借対照表の以下の項目に含まれておりま 

 す。 

  流動資産－繰延税金資産      2,089千円 

  固定資産－繰延税金資産       －千円 

  流動負債－繰延税金負債       －千円 

  固定負債－繰延税金負債     △260千円 

  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の

原因となった主要な項目別の内訳 

繰延税金資産 

 税務上の繰越欠損金 95,137千円

 退職給付引当金 11,706千円

 貸倒引当金 1,174千円

 未払事業税 1,054千円

賞与引当金 9,730千円

子会社資産評価差額 224,338千円

その他 

繰延税金資産小計 

1,066千円

344,208千円

評価性引当額 

繰延税金資産合計 

△342,118千円

2,089千円

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額 

繰延税金負債合計 

繰延税金資産の純額 

△260千円

△260千円

1,829千円

  

 法定実効税率 40.7％  
 (調整)  
 交際費等永久に損金に 

 算入されない項目 
15.3％  

 住民税均等割 4.2％  
 修正申告による納付額 7.0％  
 評価性引当額の減少 △23.4％  
 連結調整勘定の償却 20.7％  
   その他 △1.5％

  
税効果会計適用後の法人税等の 

負担率 
63.0％



  
  
  
  
 (セグメント情報) 
 【事業の種類別セグメント情報】 
   
  当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

(注)１ 事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 
  ２ 各区分の主な製品 
   (1)メディアソリューション事業 

  システムコンサルティング売上、ソリューションプロダクト売上、OEM売上、自社製品売上、修理・保守売上、委託業務売

上、放送機器用売上 

   (2)システムインテグレーション事業 

   システムインテグレーション売上 

３ 営業費用のうち、消去又は全社に含めた配賦不能営業費用の金額は232,387千円であり、親会社の総務・経理部門等の管理部

門に係る費用であります。 

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産(90,079千円)の主なものは、親会社での余資運用資金(現金及び有価証

券)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部に係る資産等であります。 

  
  
 【所在地別セグメント情報】 
  当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 
     本邦以外の国または地域に所在する連結子会社および在外支店がないため、該当事項はありません。 
  
 【海外売上高】 
    当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 
     海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 
  
  
  
  
  
  
【関連当事者との取引】 
  当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 
   該当事項はありません。 

  
   

  

メディアソリ
ューション事

業 
(千円) 

  
システムイン
テグ 

レーション事
業 

(千円) 

計(千円) 
消去又は 
全社 
(千円) 

連結(千円) 

Ⅰ売上高及び営業損益 
売上高 

 (1)外部顧客に対する 
売上高 

 (2)セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

  
  
1,280,476 

  
－ 

  
  

562,820 
  

－ 

  
  
1,843,296 

  
－ 

  
  

－ 
  

－ 

  
  
1,843,296 

  
－ 

計 1,280,476 562,820 1,843,296 － 1,843,296 

営業費用 1,114,131 477,429 1,591,560 232,387 1,823,948 

営業利益 
  

166,345 
  

85,390 
  

251,736 
  
(232,387) 

  
19,348 

Ⅱ 資本、減価償却費及び
資本 
的支出 
  資産 
減価償却費 
資本的支出 

  
2,086,873 
18,688 
32,236 

  
190,142 
2,635 
2,472 

  
2,277,016 
21,324 
34,708 

  
90,079 
250 
369 

  
2,367,096 
21,574 
35,077 



(１株当たり情報) 
  

(注) １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後1株当たり当期純利益の算定上の基礎は以下のとおりであります。 

  
  (重要な後発事象) 
  該当事項はありません。 
  
  
  
  
  
  
  
 ⑤ 【連結附属明細表】 
  
   【社債明細表】 
     該当事項はありません。 
  
   【借入金等明細表】 

項目 
当連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額                   69,328円05銭

１株当たり当期純利益 858円20銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利
益 

                 749円26銭 

  

  
  

    

項目 
当連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり当期純利益 

当期純利益(千円) 8,624

普通株式に帰属しない金額（千円） －

普通株式に係る当期純利益(千円) 8,624

普通株式の期中平均株式数(株) 10,049

  

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 

当期純利益調整額(千円) －

普通株式増加数(千円) 1,461

(うち新株予約権(株)) 1,461

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり当期純利益の算定に含まれなかった潜在株
式の概要 

－

  
区分 

  

前期末残高 
(千円) 

当期末残高
(千円) 

平均利率
(％) 

返済期限 

短期借入金 － 233,332 2.4 － 

１年以内に返済予定の 
長期借入金 

65,000 393,991 2.1 － 

長期借入金（１年以内に返 平成19年４月 



 （注）１．平均利率については、借入金の期中平均残高に対する加重平均率を記載しております。 
    ２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は以下のとおりであります。 

  
  
（2）【その他】 

該当事項はありません。 
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

済予定のものを除く） 70,000 634,348 2.1 ～25年５月

その他の有利子負債 － － － －

計 135,000 1,261,672 2.1 －

  １年超２年以内 
(千円) 

２年超３年以内
(千円) 

３年超４年以内
(千円) 

４年超５年以内
(千円) 

長期借入金 240,785 188,403 125,982 43,322



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

  

   
前事業年度

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比 
(％) 

(資産の部)        

Ⅰ 流動資産        

１ 現金及び預金    545,432 137,390   

２ 受取手形    5,145 ―   

３ 売掛金    245,848 466,546   

４ 原材料    24,085 22,795   

５ 仕掛品    448 178   

６ 貯蔵品    1,043 581   

７ 前払費用    29,640 38,316   

８ 繰延税金資産    1,013 2,377   

９ 短期貸付金 ※３   ― 95,000   

10 未収法人税等    29,182 ―   

11 その他 ※３   2,970 7,855   

貸倒引当金    △2,491 △3,592   

流動資産合計    882,320 90.6 767,447 77.7 

Ⅱ 固定資産        

１ 有形固定資産        

(1) 建物  12,218 12,218     

減価償却累計額  △6,190 6,027 △7,046 5,171   

(2) 車両及び運搬具  3,477 3,477     

減価償却累計額  △2,589 888 △2,866 611   

(3) 工具器具及び備品  50,016 72,675     

減価償却累計額  △27,334 22,682 △40,846 31,828   

有形固定資産合計    29,598 3.1 37,611 3.8 

２ 無形固定資産        

(1) ソフトウェア    2,819 2,181   

(2) その他    1,213 1,213   

無形固定資産合計    4,033 0.4 3,394 0.3 



  

  

  
前事業年度

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

３ 投資その他の資産      

(1) 投資有価証券  ― 2,000  

(2) 関係会社株式  16,664 133,742  

(3) 長期前払費用  4,987 1,837  

(4) 敷金及び保証金  31,718 37,361  

(5) その他  4,093 4,093  

投資その他の資産合計  57,464 5.9 179,034 18.2

固定資産合計  91,096 9.4 220,041 22.3

資産合計  973,416 100.0 987,488 100.0

      



  

  

  
前事業年度

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(負債の部)      

Ⅰ 流動負債     

１ 買掛金  75,951 76,193  

２ 短期借入金 ※４  ― 50,000  

３ 一年以内返済予定の 
長期借入金 

 65,000 40,000  

４ 未払金  4,624 9,619  

５ 未払費用  17,885 4,194  

６ 未払法人税等  ― 4,110  

７ 未払消費税等  5,786 7,637  

８ 前受金  6,300 9,598  

９ 預り金  3,296 4,572  

10 その他  ― 397  

流動負債合計  178,846 18.4 206,324 20.9

Ⅱ 固定負債     

長期借入金  70,000 30,000  

固定負債合計  70,000 7.2 30,000 3.0

負債合計  248,846 25.6 236,324 23.9

      

(資本の部)     

Ⅰ 資本金 ※１  292,900 30.1 307,450 31.1

Ⅱ 資本剰余金     

資本準備金  283,575 298,125  

資本剰余金合計  283,575 29.1 298,125 30.2

Ⅲ 利益剰余金     

１ 利益準備金  7,132 7,132  

２ 任意積立金     

別途積立金 69,367 69,367 69,367 69,367  

３ 当期未処分利益  72,520 70,014  

利益剰余金合計  149,020 15.3 146,513 14.8

Ⅳ 自己株式 ※２  △925 △0.1 △925 △0.0

資本合計  724,570 74.4 751,164 76.1

負債及び資本合計  973,416 100.0 987,488 100.0

      



② 【損益計算書】 

  

  
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比 
(％) 

Ⅰ 売上高   1,249,635 100.0 1,431,998 100.0 

Ⅱ 売上原価   873,941 69.9 974,347 68.0 

売上総利益   375,693 30.1 457,650 32.0 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 
※１, 
２ 

  330,929 26.5 425,348 29.7 

営業利益   44,764 3.6 32,302 2.3 

Ⅳ 営業外収益       

１ 受取利息 6 79     

２ 還付加算金 ― 794     

３ 講演料収入 ― 500     

４ その他 800 806 0.1 480 1,854 0.1 

Ⅴ 営業外費用       

１ 支払利息 3,910 2,431     

２ 新株発行費 1,506 1,455     

３ 上場準備費用 32,159 ―     

４ 支払手数料 ― 3,000     

５ その他 3,181 40,757 3.3 252 7,139 0.5 

経常利益   4,813 0.4 27,016 1.9 

Ⅵ 特別利益       

 貸倒引当金戻入益 1,104 1,104 0.1 ― ―   

税引前当期純利益   5,918 0.5 27,016 1.9 

法人税、住民税 
及び事業税 

1,060 2,015     

過年度法人税、住民税 
及び事業税 

― 1,620     

法人税等調整額 20,503 21,563 1.8 △1,363 2,272 0.2 

当期純利益又は当期純損
失（△） 

  △15,645 △1.3 24,744 1.7 

前期繰越利益   88,166 45,269   

当期未処分利益   72,520 70,014   

        



売上原価明細書 

  

  

  

  

  

  
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円)
構成比 
(％) 

Ⅰ 材料費 104,562 12.2 189,033 19.4

Ⅱ 労務費 404,017 47.3 369,145 37.9

Ⅲ 外注加工費 236,980 27.8 326,512 33.6

Ⅳ 経費 ※１ 108,539 12.7 88,025 9.1

当期総製造費用 854,100 100.0 972,716 100.0

期首仕掛品たな卸高 6,424 448  

合計 860,524 973,165  

期末仕掛品たな卸高 448 178  

他勘定振替高 ※２ ― 10,578  

当期製品製造原価 860,076 962,408  

当期商品仕入高 13,865 11,939  

売上原価 873,941 974,347  

     

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 経費の主な内訳 

旅費交通費 48,308千円

通信費 8,649千円

地代家賃 31,417千円

減価償却費 7,888千円

※１ 経費の主な内訳 

旅費交通費 42,250千円

通信費 5,688千円

地代家賃 22,661千円

減価償却費 6,677千円

※２          ― ※２ 他勘定振替高の内訳 

研究開発費 10,578千円

 ３ 原価計算の方法 

個別原価計算によっております。 

 ３ 原価計算の方法 

同左 



③ 【キャッシュ・フロー計算書】 

     当事業年度より連結財務諸表を作成することになりましたので、キャッシュ・フロー計算書について 

は記載しておりません。 

  

   
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(千円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー  

税引前当期純利益  5,918

減価償却費  11,836

貸倒引当金の減少額  △1,104

賞与引当金の減少額  △28,152

受取利息及び受取配当金  △6

支払利息  3,910

売上債権の減少額  248,132

たな卸資産の減少額  1,760

仕入債務の減少額  △35,372

未払消費税等の減少額  △7,218

その他  △25,033

小計  174,670

利息及び配当金の受取額  6

利息の支払額  △4,075

法人税等の支払額  △96,694

営業活動によるキャッシュ・フロー  73,906

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー  

定期預金の預入による支出  △0

有形固定資産の取得による支出  △26,339

無形固定資産の取得による支出  △1,969

関係会社株式の取得による支出  △16,664

その他  3,588

投資活動によるキャッシュ・フロー  △41,385

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入金の減少額  △30,000

長期借入金の返済による支出  △73,333

配当金の支払額  △20,217

株式発行による収入  406,275

自己株式の取得による支出  △925

その他  △1,506

財務活動によるキャッシュ・フロー  280,292

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  3

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額  312,817

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  232,113

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高  544,931

   



④ 【利益処分計算書】 

  

(注) 日付は株主総会承認年月日であります。 

  

  
前事業年度

(平成17年６月29日) 
当事業年度 

(平成18年６月28日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 当期未処分利益 72,520 70,014 

Ⅱ 利益処分額   

 配当金 27,251 27,251 29,695 29,695 

Ⅲ 次期繰越利益 45,269 40,318 

    



重要な会計方針 

  

  

項目 
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1) 子会社株式及び関連会社株式 

   移動平均法による原価法によ

っております。 

(2)             ― 

(1)  子会社株式及び関連会社株式 

     同左 

  

(2) その他有価証券 

時価のないもの 

 移動平均法による原価法によ

っております。 

２ たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

(1) 原材料 

  移動平均法による原価法によっ

ております。 

(1) 原材料 

同左 

  

  (2) 仕掛品 

  個別法による原価法によってお

ります。 

(2) 仕掛品 

同左 

  (3) 貯蔵品 

  最終仕入原価法によっておりま

す。 

(3) 貯蔵品 

同左 

３ 固定資産の減価償却の方

法 

(1) 有形固定資産 

  定率法によっております。 

  なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。 

建物 15年

車両及び運搬具 ２～６年

工具器具及び備品 ４～10年

(1) 有形固定資産 

同左 

  (2) 無形固定資産 

  定額法によっております。 

  なお、自社利用のソフトウェア

については、社内における見込利

用可能期間(３～５年)に基づく定

額法によっております。 

(2) 無形固定資産 

同左 

４ 繰延資産の処理方法 新株発行費 

 支出時に全額費用として処理して

おります。 

新株発行費 

同左 

５ 外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、決算日の

直物為替相場により円貨に換算し、

換算差額は損益として処理しており

ます。 

同左 

６ 引当金の計上基準 貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可

能性を勘案し、回収不能見込額を

計上しております。 

貸倒引当金 

同左 

    

  

  



  

  

会計処理の変更 

  

表示方法の変更 

  

追加情報 

注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

項目 
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

７ キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

 キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金(現金及び現金同等物)は、手

許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価

値の変動について僅少なリスクしか

負わない取得日から３ヶ月以内に償

還期限が到来する短期投資からなっ

ております。 

― 

８ その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

消費税等の会計処理 

税抜き方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

―  (固定資産の減損に係る会計基準) 

  当事業年度から固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書（企業会計審議会平成14年８月９日）」及び「固定資

産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第６号平成15年10月31日）を適用しております。

これによる損益に与える影響はありません。 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

―  (損益計算書) 

  前事業年度まで営業外費用の「その他」に含めて表

示しておりました「支払手数料」は、営業外費用の総額

の100分の10を超えたため区分掲記しました。 

  なお、前事業年度における「支払手数料」の金額は

3,002千円であります。 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

法人事業税における外形標準課税部分の損益計算書上

の表示方法 

「地方税法等の一部を改正する法律」(平成15年法律第

９号)が平成15年3月31日に公布され、平成16年４月１日

以後に開始する事業年度より外形標準課税制度が導入さ

れたことに伴い、当事業年度から「法人事業税における

外形標準課税部分の損益計算書上の表示についての実務

上の取扱い」(平成16年2月13日 企業会計基準委員会 実

務対応報告第12号)に従い法人事業税の付加価値割及び

資本割3,147千円を販売費及び一般管理費として処理し

ております。 

― 

前事業年度 
(平成17年３月31日) 

当事業年度
(平成18年３月31日) 



※１ 会社が発行する株式の総数 普通株式 30,000株

発行済株式の総数 普通株式 9,735株

※１ 会社が発行する株式の総数 普通株式 30,000株

発行済株式の総数 普通株式 10,608株

  ※２ 自己株式の保有数 普通株式 2株

  ※３          ―  

              

     

        

        

        

  ※４          ―  

    

    関係会社に対する資産及び負債には区分掲記さ

れたもののほか次のものがあります。 

    当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取

引銀行１行と当座貸越契約を締結しております。 

    当事業年度末における当座貸越契約に係る借入

金未実行残高は次のとおりであります。 

※２ 自己株式の保有数 普通株式 2株

※３ 関係会社項目  

  流動資産     

   未収入金 5,836千円   

   短期貸付金 95,000千円   
※４ 当座貸越限度額の総額  

当座貸越限度額の総額 200,000千円

    借入実行残高 50,000千円

     差引額 150,000千円



(損益計算書関係) 

  

  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 販売費及び一般管理費の主なもの 

  

  

  

おおよその割合 

役員報酬 63,009千円

給与手当 104,171千円

旅費交通費 19,955千円

支払手数料 28,384千円

減価償却費 3,947千円

広告宣伝費 31,737千円

販売費 9.6％

一般管理費 90.4％

※１ 販売費及び一般管理費の主なもの 

  

  

おおよその割合 

役員報酬 80,193千円

給与手当 95,060千円

旅費交通費 32,119千円

支払手数料 37,926千円

減価償却費 8,814千円

広告宣伝費 13,602千円

貸倒引当金繰入額 1,101千円

販売費 3.2％

一般管理費 96.8％

※２ 一般管理費に含まれる研究開発費は11,882千円で

あります。 

※２ 一般管理費に含まれる研究開発費は36,494千円で

あります。 



(キャッシュ・フロー計算書関係) 

   当事業年度より連結財務諸表を作成することになりましたので、キャッシュ・フロー計算書関係の注記については記載してお

りません。 

  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

現金及び預金 545,432千円

預入期間が３か月を 
超える定期預金 △501千円

現金及び現金同等物 544,931千円



(リース取引関係) 

  

  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

 リース取引の重要性が乏しいため記載を省略しており

ます。 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

同左 



(有価証券関係) 

   前事業年度（平成17年３月31日） 

時価評価されていない有価証券の内容 

  

  

      当事業年度（平成18年３月31日） 

     当事業年度は、連結財務諸表の注記として記載しているため、下記項目についてのみ記載しております。 

     子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

      該当事項はありません。 

  

(デリバティブ取引関係) 

前事業年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

当社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

当事業年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

当事業年度については、連結財務諸表の注記として記載しているため、該当事項はありません。 

  

(退職給付関係) 

前事業年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

当社は、退職給付制度を採用しておりませんので、該当事項はありません。 

当事業年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

当事業年度については、連結財務諸表の注記として記載しているため、該当事項はありません。 

  

貸借対照表計上額

 子会社株式及び関連会社株式 

              

関連会社株式        16,664千円 



(税効果会計関係) 

  

  

  （持分法損益等） 

        当事業年度より連結財務諸表を作成することになりましたので、持分法損益等の注記については記載しておりません。 

  

前事業年度 
(平成17年３月31日) 

当事業年度
(平成18年３月31日) 

１ 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

  

  

繰延税金資産 

 税務上の繰越欠損金 14,457千円

 貸倒引当金損金算入限度超過額 1,013千円

繰延税金資産小計 15,470千円

評価性引当額 △14,457千円

繰延税金資産合計 1,013千円

１ 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

  

繰延税金資産  

 未払事業税 915千円

 貸倒引当金損金算入限度超過額 1,462千円

 その他 930千円

繰延税金資産小計 3,307千円

評価性引当額 △930千円

繰延税金資産合計 2,377千円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

  

 法定実効税率 40.7％

 (調整) 

 交際費等永久に損金に 

 算入されない項目 
61.4％

 住民税均等割 17.9％

 評価性引当額の増加 244.3％

 その他 0.1％

税効果会計適用後の法人税等の 

負担率 
364.4％

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

 法定実効税率 40.7％

 (調整)  

 交際費等永久に損金に 

 算入されない項目 
13.0％

 住民税均等割 3.0％

 修正申告による納付額 6.0％

 評価性引当額の減少 △55.0％

 その他 0.7％

税効果会計適用後の法人税等の 

負担率 
8.4％

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

関連会社に対する投資の金額       16,664千円 

持分法を適用した場合の投資の金額    12,562千円 

持分法を適用した場合の投資損失の金額   4,101千円 



【関連当事者との取引】 

前事業年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

該当事項はありません。 

当事業年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

当事業年度は、連結財務諸表の注記として記載しているため、該当事項はありません。 



(１株当たり情報) 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

(注) １株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとお

りであります。 

項目 
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 74,444円68銭 70,827円11銭 

１株当たり当期純利益又は１株当た
り当期純損失（△） 

△1,790円54銭 2,462円40銭 

潜在株式調整後１株当たり当期純利
益 

 なお、潜在株式調整後１株当た

り当期純利益については、１株当

たり当期純損失であるため記載し

ておりません。 

       2,419円84銭 

  

  当社は平成16年7月30日付で株式

1株につき3株の株式分割を行って

おります。 

なお、当該株式分割が前期首に

行われたと仮定した場合の1株当た

り情報については、それぞれ以下

のとおりとなります。 

  

前事業年度 

１株当たり純資産額 

43,740円29銭 

１株当たり当期純利益金額 

9,293円40銭 

なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、当社株式

は非上場であり、かつ、店頭登録

もしていないため、期中平均株価

が把握できませんので記載してお

りません。 

  

項目
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 



  

１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失  

当期純利益又は当期純損失(△)(千円) △15,645 24,744

普通株式に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る当期純利益又は当期純損失(△) 
(千円) 

△15,645 24,744

普通株式の期中平均株式数(株) 8,738 10,049

   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益  

当期純利益調整額(千円) ― ―

普通株式増加数(株) ― 1,461

（うち新株予約権（株）） ― 1,461

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり当期純利益の算定に含まれなかった潜在株
式の概要 

新株予約権２種類(新
株予約権の数615個)。新
株予約権の概要は「第４
提出会社の状況 １ 株
式等の状況 （2）新株
予約権等の状況」に記載
のとおりであります。 

― 



(重要な後発事象) 

    該当事項はありません。 

  

  



⑤ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【その他】 

  

    

  

  

  
種類及び銘柄 投資口数等(口) 貸借対照表計上額(千円) 

投資有価証券 
その他 

有価証券 

ドットコモディティ 

投資事業組合 
2 2,000 

    計 2 2,000 



【有形固定資産等明細表】 

  

(注) 当期増加額のうち主なものは次のとおりであります。 

  

資産の種類 
前期末残高
(千円) 

当期増加額
(千円) 

当期減少額
(千円) 

当期末残高
(千円) 

当期末減価
償却累計額 
又は償却 
累計額(千円)

当期償却額
(千円) 

差引当期末
残高(千円) 

有形固定資産       

 建物 12,218 ― ― 12,218 7,046 855 5,171

 車両及び運搬具 3,477 ― ― 3,477 2,866 276 611

 工具器具及び備品 50,016 24,068 1,410 72,675 40,846 13,501 31,828

有形固定資産計 65,712 24,068 1,410 88,371 50,759 14,634 37,611

無形固定資産       

 ソフトウェア 6,804 349 ― 7,154 4,972 1,105 2,181

 その他 1,213 ― ― ― ― ― 1,213

無形固定資産計 8,018 349 ― 7,154 4,972 1,105 3,394

長期前払費用 4,987 ― ― 4,987 3,150 3,150 1,837

工具器具及び備品   
パソコン等事務機器及び
事務所増設に伴う什器 

24,068千円



【資本金等明細表】 

  

(注)１ 資本金及び資本準備金の増加の原因は、新株予約権（ストックオプション）の権利行使によるものであります。 

２ 当期末における自己株式数は、２株であります。 

  

【引当金明細表】 

  

(注) 貸倒引当金の当期減少額の(その他)は一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。 

  

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金 (千円) 292,900 14,550 ― 307,450

資本金のうち 
既発行株式 

普通株式 (株) (9,735) ( 873) (―) ( 10,608)

普通株式 (千円) 292,900 14,550 ― 307,450

計 (株) (9,735) ( 873) (―) ( 10,608)

計 (千円) 292,900 14,550 ― 307,450

資本準備金及び 
その他資本剰余金 

資本準備金           

 株式払込剰余金 (千円) 283,575 14,550 ― 298,125

計 (千円) 283,575 14,550 ― 298,125

利益準備金及び 
任意積立金 

利益準備金 (千円) 7,132 ― ― 7,132

任意積立金      

 別途積立金 (千円) 69,367 ― ― 69,367

計 (千円) 76,499 ― ― 76,499

区分 
前期末残高 
(千円) 

当期増加額
(千円) 

当期減少額
(目的使用) 
(千円) 

当期減少額
(その他) 
(千円) 

当期末残高 
(千円) 

貸倒引当金 2,491 1,637 ― 536 3,592



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

①  流動資産 

イ. 現金及び預金 

  

  

ロ. 売掛金 

 相手先別内訳 

  

  

 売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 
  

(注) 消費税等の会計処理は税抜方式を採用していますが、上記金額には消費税等が含まれております。 

  

  

  

ハ. 原材料 
  

区分 金額(千円)

現金 1,486

預金  

当座預金 20,780

普通預金 91,757

別段預金 2,758

定期預金 20,607

預金計 135,903

合計 137,390

相手先 金額(千円)

エン・ジャパン株式会社 172,296

株式会社 東京放送 136,608

日本電気株式会社 41,370

株式会社 毎日映画社 16,005

日立物流ソフトウェア株式会社 14,157

その他(23社) 86,109

合計 466,546

期首残高(千円) 
  
(A) 

当期発生高(千円)
  
(B) 

当期回収高(千円)
  
(C) 

当期末残高(千円)
  
(D) 

回収率(％)
  

(C)
×100

(A)＋(B)

滞留期間(日) 
(A)＋(D) 
２ 
(B) 
365 

245,848 1,495,153 1,274,454 466,546 73.20 86.96

区分 金額(千円)

メディアソリューション事業 22,795



  

ニ. 仕掛品 
  

  

ホ. 貯蔵品 

  

  

ヘ. 短期貸付金 

  

  

②固定資産 

関係会社株式 

  

  

  

  

③ 流動負債 

イ. 買掛金 

  

計 22,795

区分 金額(千円)

メディアソリューション事業 178

計 178

区分 金額(千円)

新幹線回数券 581

計 581

区分 金額(千円)

株式会社 山下電子設計 95,000

計 95,000

区分 金額(千円)

株式会社 山下電子設計 20,750

株式会社 ワイ・イー・シー・リサーチ 20,988

エレテックス株式会社 51,975

Brekeke Software,Inc. 40,029

計 133,742

相手先 金額(千円)

キャノンネットワークコミュニケーションズ株式会社 31,172

株式会社 ナッツウェル 6,465

サイバーコム株式会社 5,747



  

ロ. 短期借入金 

  

  

④固定負債 

長期借入金 

  

  

(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

オーリック・システムズ株式会社 4,200

キャノン・スーパーコンピューティング・エスアイ 
株式会社 

3,163

その他(28社) 25,444

計 76,193

区分 金額(千円)

株式会社 三井住友銀行 50,000

計 50,000

区分 金額(千円)

株式会社 みずほ銀行 15,000

株式会社 三菱東京ＵＦＪ銀行 15,000

計 30,000



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

  

  

決算期 ３月31日

定時株主総会 営業年度終了後３ヶ月以内

基準日 ３月31日

株券の種類 １株券及び10株券 

中間配当基準日 ９月30日

１単元の株式数 ― 

株式の名義書換え   

  取扱場所 
東京都中央区八重洲一丁目２番１号
みずほ信託銀行株式会社 本店証券代行部 

  株主名簿管理人 
東京都中央区八重洲一丁目２番１号
みずほ信託銀行株式会社 

  取次所 
みずほ信託銀行株式会社 全国各支店
みずほインベスターズ証券株式会社 本店及び全国各支店 

  名義書換手数料 無料 

  新券交付手数料 株券一枚につき印紙税相当額

端株の買取り   

  取扱場所 
東京都中央区八重洲一丁目２番１号
みずほ信託銀行株式会社 本店証券代行部 

  株主名簿管理人 
東京都中央区八重洲一丁目２番１号
みずほ信託銀行株式会社 

  取次所 
みずほ信託銀行株式会社 全国各支店
みずほインベスターズ証券株式会社 本店及び全国各支店 

  買取手数料 株式売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法 日本経済新聞 

株主に対する特典 該当事項はありません。



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社の情報】 

当社は、親会社等はありません。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

  

(1)    

有価証券報告書及び 

その添付書 

第18期(

  

自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日 

  

  

) 

  

平成17年６月29日 

関東財務局長に提出。 

  

(2) 

  

  

有価証券報告書の 

訂正報告書 

  

上記(1)に係る訂正報告書であります。 

  

平成17年７月11日 

関東財務局長に提出。 

(3)  半期報告書 第19期中(

  

自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日 

  

  

) 

  

平成17年12月26日 

関東財務局長に提出。 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

平成18年６月28日

株式会社フライトシステムコンサルティング 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社フライトシステムコンサルティングの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、

すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表

について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸

表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株

式会社フライトシステムコンサルティング及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了

する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認

める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 
  

新日本監査法人 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  田  代  清  和  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  神  山  宗  武  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保管してい

る。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

平成17年６月29日

株式会社フライトシステムコンサルティング 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社フライトシステムコンサルティングの平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第18期事業年度の財務諸表、す

なわち、貸借対照表、損益計算書、キャッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行っ

た。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社フライトシステムコンサルティングの平成17年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営

成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 
  

新日本監査法人 

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士  虷  澤     力  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士  田  代  清  和  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保管してお

ります。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

平成18年６月28日

株式会社フライトシステムコンサルティング 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社フライトシステムコンサルティングの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第19期事業年度の財務諸表、す

なわち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社フライトシステムコンサルティングの平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成

績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 
  

  

新日本監査法人 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  田  代  清  和  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  神  山  宗  武  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保管してい

る。 
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